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平成 27･04･01評基第 033号
平成２７年 ４月 １日

次世代育成支援対策推進法に基づく

一般事業主行動計画の策定について

Ⅰ 総 論

１．基本的な考え方
独立行政法人製品評価技術基盤機構（以下、「ＮＩＴＥ」という。）は、我が

国における急速な少子化の進行等を踏まえ、次世代の社会を担う子どもたちが
健やかに生まれ、かつ、育成されていく環境を社会全体として整えていくこと

を目的とした、『次世代育成支援対策推進法（平成 15年法律第 120号）』（以下、
「次世代支援法」という。）を踏まえて、平成１７年４月に一般事業主行動計

画を策定しました。さらに、平成２２年４月に行動計画の見直しを行いました。
ＮＩＴＥは、従前より職場内の子育て環境の整備を行ってきましたが、次世

代支援法の成立を機に、一般事業主としての立場から、職員の子どもたちの健
やかな誕生とその育成について、大きな役割を果たしていかなければならない

ことを改めて認識し、子育て支援に積極的に取り組んできました。
そうした中、ＮＩＴＥは、平成２７年４月から、国と密接に関連した事業を

確実に執行する行政執行法人となり、高い公共性を有する法人の職員として、

一層、個々人が誠実で責任ある行動をとることを指針としております。
こうした社会・職場環境の変化、職員の意識の変化を踏まえ、今般、新たな

行動計画を策定しました。そこには、ＮＩＴＥ職員全員が次世代の社会を担う
子ども達の育成に大いに貢献し、その成長を支えることを目的に、これまで以

上に働きやすい環境をつくり、仕事と子育てを両立していける環境を整えるこ
とを定めています。

本行動計画に基づき積極的に取り組むことで、家庭環境も職務の内容も異な
る職員一人一人が、それぞれの違いを乗り越えて、身近な子ども達を健やかに

育んでいく必要性を理解し、助け合っていくことの大切さを意識することが肝
要と考えています。

２．計画期間
次世代支援法は、平成２７年３月末までの時限立法でしたが、法律の有効期

限が平成３７年３月３１日まで１０年間延長されたことから、本計画は、第１
回目の計画（平成１７年４月から平成２２年３月までの５年間）、第２回目の

計画（平成２２年４月から平成２７年３月までの５年間）に引き続き、平成２
７年４月から平成３２年３月までの５年間とします。

Ⅱ 具体的な内容
別紙「独立行政法人製品評価技術基盤機構 一般事業主行動計画」のとおり
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独立行政法人製品評価技術基盤機構 一般事業主行動計画

職員が仕事と子育てを両立させることができ、職員全員が働きやすい環境を
つくることによって、全ての職員がその能力を十分に発揮できるようにするた
め、次のとおり行動計画を策定する。

１ 計画期間 平成２７年４月１日から平成３２年３月３１日までの５年間

２ 内 容

目標１ 妊娠中や出産後の女性職員及び育児を行う男性職員を支援す
るための育児休業等諸制度の周知や情報提供及び相談体制を整
備する。
また、育児休業中の職員に対し、適宜、情報提供を行い、円

滑な職場復帰の支援を行う。

〈対 策〉
・研修、その他の機会を活用して制度の周知・啓発を実施
・仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供を行う（人事担当者）
・産業医による相談体制を整備
・安心して育児休業を取得できるように所属部署の業務又は業務分担を見
直す

目標２ 子供の出生時に父親が取得できる休暇制度及び育児参加のた
・ めの休暇制度について、対象職員全員に周知する。

〈対 策〉
・研修、その他の機会を活用して制度の周知・啓発を実施
・対象職員の把握
・対象職員への情報提供、周知徹底
・取得状況を各年毎に把握

目標３ 小学生未満の子供を持つ職員を対象とする始業・終業時刻の
繰り上げ・繰り下げ制度（早出・遅出制度）及び休憩時間の短
縮による終業時刻の繰り上げ制度について、対象職員全員に周
知する。

〈対 策〉
・研修、その他の機会を活用して制度の周知・啓発を実施
・職員の具体的なニーズを把握
・活用事例の紹介など、対象職員への情報提供、利用しやすい環境の整備
・取得状況を各年毎に把握

目標４ 時間外勤務の縮減及びこれに伴う健康管理体制の強化を行う。

〈対 策〉
・研修、その他の機会を活用して主旨の周知・啓発を実施
・超過勤務改善対策（事務連申合せ）の徹底、時間外勤務改善キャンペー
ンの実施、管理職への個別指導、定時退庁日の徹底

・産業医による個別相談
・職員別に時間外勤務時間を把握（とくに長時間労働が認められる職員に
ついて疲労蓄積度チェック等による健康状態把握）

目標５ 年次休暇の取得促進のための措置を行う。

〈対 策〉
・研修、その他の機会を活用して主旨の周知・啓発を実施
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・年次休暇の取得促進（事務連申合せ）の徹底、管理職への個別指導
・取得状況を各年毎に把握
・夏季休暇及び年次休暇の計画的使用を促し、心身のリフレッシュ等のた
めの連続休暇の取得促進を奨励する。

目標６ インターンシップの導入

〈対 策〉
・次世代の社会を担う若年層の能力開発や適職選択による安定就労を推進
するため、若年層に対するインターンシップ等の就業体験機会を提供す
る。


